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 １．学校法人の合併認可申請書類の作成について 

 

 

 ①文部科学大臣を所轄庁とする学校法人で都道府県知事を所轄庁とする私立学校，私立専修学校又

は私立各種学校を設置する学校法人が合併する場合，②合併する学校法人の一方又は双方が都道府県

知事を所轄庁とする学校法人又は準学校法人（私立学校法第 64 条第４項の法人）である場合で，そ

の合併後存続する法人又は合併により設立する法人が文部科学大臣を所轄庁とする学校法人である場

合における合併認可申請書類については，①においては，私立学校法施行令（昭和 25 年政令第 31

号）第３条第１項第１号及び同条第２項により，②においては同令第３条第１項第３号及び同条第２

項により，都道府県知事から文部科学大臣への進達が必要となりますので，申請書類については，都

道府県に提出してください。 

 また，進達が必要な都道府県が複数にわたる場合は，各都道府県と調整の上，設置校の所在する全

ての都道府県の進達が必要となりますので，御注意ください。 

 申請書類の作成に当たっては，「私立学校法施行規則（昭和 25 年文部省令第 12 号）」及び「学校

法人の寄附行為等の認可申請に係る書類の様式等（平成６年文部省告示第 117 号）」をよく読んだ上

で，以下の点に留意し作成してください。 

 なお，学校法人を合併する際には，審査に要する期間に加え，認可後に一定の公告期間（２ヵ月以

上）が必要とされますので，可能な限り早めに私学部私学行政課法人係に御相談ください。 

 また，合併による学校教育法第４条第１項に係る設置者変更の手続（大学教育・入試課大学設置室

へ提出）は不要です。 

 

 

１ 提出書類の種類及び提出部数 

 

  (1) 正 本  １部 

  (2) 副 本  １部  

 

 

２ 提出先 

 

私学部私学行政課法人係 

※都道府県知事所轄の学校を設置する学校法人と合併する場合は，知事から大臣への進達が必

要となるため都道府県知事宛（私立学校担当部署）に提出してください。 

 

 

３ 正本の作成について 

 

合併認可申請書の正本については，「○ 一般的注意事項について」の「３ 申請書類等の提

出」を参照の上，提出をお願いします。 
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４ 申請書類について 

 

○ 次の(1)から(11)，(12)から(18)の書類を，それぞれ一つの電子ファイル（PDF）にし，

INDEX ごとにしおりを付して提出してください。の書類を提出してください。 

○ 各様式の作成に当たっては，「第７部 各様式の作成上の注意点」を参照してください。 

○ ファイル名は「提出年月日＋【法人名】学校法人の合併認可申請書」としてください。 

※提出年月日は申請書日付ではなく，実際に提出した日としてください。 

（例）INDEX (1)～(11) ：20231001【○○学園】学校法人の合併認可申請書① 

INDEX (12)～(18)：20231001【○○学園】学校法人の合併認可申請書② 

 

   (1) 認可申請書（様式第１－４号） 

 

 (2) 理由書 

     この書類は，作成例を参考に作成してください。 

        （作成例）理由書 

 １．計画の概要 

 （１）合併計画の概要 

   ・存続法人 学校法人◯◯学園 

   ・解散法人 学校法人◯◯学園 

 （２）合併後の法人名称 

   ・学校法人 ○○学園 

 

 ２．学校法人について （合併前の各学校法人について記載） 

 （１）学校法人◯◯学園の設立理念と沿革 

 （２）学校法人◯◯学園の設立理念と沿革 

 

 ３．合併の目的 

 （１）合併に至る経緯 （きっかけから各学校法人理事会にて議決するまでを記載 

             関係者への説明（反対者への対応状況）なども記載） 

 （２）合併の主な理由 （詳細について記載） 

   ①（例）総合学園としての経営基盤の強化 

   ②（例）経営資源・人材活用の有効利用 

 （３）合併の目的・意義 （詳細について記載） 

   ①（例）教育理念の共有 

   ②（例）新たな総合学園の実現 

 （４）合併後の運営方針 （教職員の処遇についても記載） 

 

   (3） 当該学校法人の概要を記載した書類（様式第２－２号） 

合併前の各法人の概要を提出してください。   
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(4) 役員に関する書類（様式第３号） 

     ① 合併後存続する学校法人（存続学校法人）又は合併によって設立する学校法人（設立学

校法人）について，役員のうちに，各役員について，その配偶者又は三親等以内の親族が

一人を超えて含まれていないことを証する書類（様式第３号その１）  

    ② 存続学校法人又は設立学校法人について，役員が私立学校法第 38 条第８項において準用

する学校教育法第９条各号に該当しない者であることを証する書類（様式第３号その２） 

 

 この書類には，役員の就任承諾書及び履歴書を添付してください。 

  役員の就任承諾書については，作成例を参考に作成し，原本を提出してください。履歴書

については任意の書式で作成してください。（存続学校法人については，引き続き役員であ

る者の就任承諾書は不要。） 

       （作成例） 

 

就 任 承 諾 書 
 

                              令和○年○月○日 
 
  学校法人 ○○○○ 
  理事長 ○○○○ 殿 
 
                       住所 ○○県○○市○○町一丁目 
 
                       氏名 ○ ○  ○ ○   
 
 
  学校法人○○○○の理事に就任することを承諾します。 
 
 

 

    (5) 当該学校法人の事務組織の概要を記載した書類（様式第５号） 

合併前の各法人の事務組織を提出してください。 

 

 (6) 法第 52 条第１項に規定する手続（法第 42 条に規定する手続を含む。）を経たことを証す

る書類 

理事会及び評議員会において，合併の決議等が分かる議事録又は決議録の写し（以下の注

記を参照）を提出してください。 

（注） 

・当該議事の際に使用した資料をそれぞれ添付してください。なお，理事会と評議員会 

      の資料が同一の場合は，そのことが分かるように記載してください。 

・書面をもって意思表示した者を含めて会議成立の要件を満たす場合には当該書面の写 

しも添付し，理事長名で原本証明をしてください。 

・議事録については，原本同様議事録署名人の欄に署名もしくは記名押印されたものの

写し，または原本と相違ない旨理事長名で証明いただいたものの写し（公印不要，抄

本可）を添付してください。 
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   (7) 法第 55 条の場合においては，申請者が同条の規定により選任された者であることを証す

る書類 

合併により学校法人を設立する場合は，申請者が，各法人において選任された設立に関す

る事務を行う者であることを証する書類を提出してください。 

 

   (8) 合併契約書 

袋綴じの上から割印をし，理事長名で原本証明をしてください。 

 

【参考】合併契約書の記載項目例 

          ・目的 

          ・合併の形式（方法） 

          ・合併の時期 

          ・権利義務（財産）の継承 

          ・（財産の）善管注意義務 

          ・教職員（役員及び評議員）の処遇 

          ・合併契約の変更と解除 

          ・契約の効力発生の方法と時期 

 

     

   (9)  合併後の存続学校法人又は設立学校法人の寄附行為 

 

 (10) 合併前の各学校法人又は準学校法人の寄附行為               

 

    (11) 存続学校法人又は設立学校法人の設置する私立学校の学則 

  

    (12) 合併前の各学校法人又は準学校法人の財産目録その他の最近における財産の状況を知る 

    ことができる書類（様式第６号） 

       ① 財産目録（様式第６号その１）        

公認会計士の監査の結果を記載した書類の添付は不要です。 

    ②  財産目録総括表（様式第６号その２） 

 

   (13) 合併前の各学校法人又は準学校法人の貸借対照表 

 

   (14) 不動産の権利の所属についての登記所の証明書類等 

合併前の各学校法人又は準学校法人の不動産の権利の所属についての登記所の証明書類

等を提出してください。 

証明書類の一覧表を作成例を参考に作成し添付してください。                        
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    （作成例）                                                                         

登 記 簿 謄 本 一 覧 
    （校 地） 

種別 № 所 在 地 地 番 地 目 面 積(㎡) 備    考 
 
○○ 
 校地 
 
 
 
 
 

 
1 
 

 
○○県○○市 
    ○○町 

 
○○番○ 
 

 
宅  地 
 

 
 ○○○．○○㎡ 
 

 
 
 

 
2 
 

 
○○県○○市 
    ○○町 

 
○○番△ 
 

 
学校用地 
 

 
 ○○○．○○㎡ 
 

 
                   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

       
 
運動場 
 校地 
 

 
9 
 
 

 
○○県△△市 
    ××町 
 

 
○○番○ 
 
 

 
学校用地 
 
 

 
  ○○．○○㎡ 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
     （校 舎）                                                                       
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
№ 

 
種別 

 
所 在 地 

 
構   造 

 
登記面積 

 
備   考 

 
1 
 

 
１号館 
 

 
○県○○市○○町 
    一丁目二番三号 

 
鉄筋コンクリート 
  造陸屋根５階建 

 
 ○○○．○○㎡ 
 

 
１号館Ｂ棟を含む 
 

 
2 
 
 
 

 
２号館 
 
 
 

 
○県○○市○○町 
    一丁目二番三号 
 
 

 
鉄筋コンクリート 
  造陸屋根３階建 

 
 ○○○．○○㎡ 
 

 
 
 

   

 

 

 

 (注) 学校法人が設置している他の学校との共用の関係や登記面積と実測面積の差などにより，   

      「登記簿」と「財産目録」に不整合がある場合は，備考欄や欄外にその説明を記載してく     

      ださい。 

 

   (15)  不動産その他の主なる財産については，その評価をする十分な資格を有する者の作成した

価格評価書 

合併前の各学校法人又は準学校法人の現物寄附を受けた財産について評価を受けた場合及

び校地の再評価を受けた場合等に添付してください。新たに財産を取得した場合等，評価を

必要としない場合には省略することができます。 

 

 

財産目録上は２つに分かれている建

物でも，登記上は１棟で登記されて

いる場合などは，財産目録や転共用

計画表の面積と整合するように備考

欄に説明を記載してください。 

-146-



   (16) 合併後二年の事業計画及びこれに伴う予算書（様式第７号） 

      ① 存続学校法人又は設立学校法人について，事業計画（様式第７号その１） 

      ② 存続学校法人又は設立学校法人について，収支予（決）算書（様式第７号その２）  

(注)必要に応じて，合併後三年以降の事業計画や予算等について提出を求めることがあります。 

 

  (17) 校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面 

       ① 合併前の各学校法人又は準学校法人の設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らか 

にする図面 

     ※ 作成例を参考に作成してください。 

    ② 校舎その他の建物の配置図 

      ※ ②の書類は，①の書類に包含される場合，添付を省略することができます。 

    ③ 校舎の平面図 

 
   （作成例）       私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面 

    （注） 

      (ｱ) 校地の面積は所有，借用別に記入してください。 

      (ｲ) 登記簿上の面積と実測面積が異なる場合は実測面積を併記してください。 

      (ｳ) ①には全ての設置校に係る図面を記入いただき，学校ごとの使用区分を明らかにし，

校地，校舎面積を団地ごとに記入してください。 

      (ｴ) 校舎については，各棟ごとに次の要件を記入してください。 

           建物の種類別 － 校舎，図書館，体育館，講堂，実習工場，寄宿舎等 
           構  造  別 － 鉄筋，鉄骨，木造，プレハブ等 
           階  層  別 － 平家建，２階建，３階建等 
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  (18) 事務担当者連絡票 

      申請書類の内容について照会する場合がありますので，次の事項を明記したもの（Ａ４版，

様式任意）を提出してください。①担当者の所属部署，役職，②氏名（ふりがな），③連絡

先の電話番号，ＦＡＸ番号，④メールアドレス，⑤認可書等書類の送付先の郵便番号，住所。 

 

  (19) その他・・・必要に応じて，参考となる書類を求める場合があります。 

 

 

５ 副本の作成について 

 

    「認可申請書（様式第１－４号）」並びに添付書類の「理由書」，「存続学校法人又は設立学

校法人の寄附行為」及び「合併前の各学校法人又は準学校法人の財産目録」を別途作成し，綴じ

込まずに提出してください。 

   (1) この副本は，合併が認可された場合に，登記手続に必要となるため，認証書に綴じて申  

    請者にお渡しするものです。 

   (2) 認可申請書（様式第１－４号）にも署名又は押印してください。 

 

 

６ 債権者保護手続について 

 

    合併は学校法人の解散を伴うため，学校法人の債権者を保護するための手続が必要です。 

   (1) 合併の認可の通知のあった日から２週間以内に，合併する各学校法人で本決算以外の期間

に決算を行い，各学校法人分を合算した一つの財産目録及び貸借対照表を作成しなければな

りません。 

   (2) 合併の認可の通知のあった日から２週間以内に，債権者に対し異議があれば２ヶ月以上の

一定の期間内に述べるべき旨を公告するとともに，判明している債権者に対しては，各別に

上記のことを催告しなければなりません。 

      

 

７ 登記について 

 

  学校法人の合併は，合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人の主たる事務所

の所在地において登記をすることによって効力を生じます。 

   また，合併によって消滅する法人は解散の登記を行う必要があります。 

   認可後，私立学校法第 28 条に基づく登記及び私立学校法施行規則第 13 条第２項に基づく届出が

必要となりますので，「第６部 ２．登記完了後の私立学校法施行規則第 13 条第２項に係る届出

について」を参照してください。 
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【日本私立学校振興・共済事業団 経営相談（合併等紹介業務）の御案内】 

日本私立学校振興・共済事業団（以下、「私学事業団」と言う。）では、合併等（学校法人の

合併、学校や学部等の譲受もしくは譲渡など）を希望する学校法人に対する経営相談を行ってい

ます。 合併等を希望している学校法人同士の顔合わせをする機会を提供しているほか、合併等を

検討している学校法人に対応した相談業務も実施しておりますので、合併等を希望・検討されて

いる場合は、以下 HP の記載事項を参考に、私学事業団経営支援室まで御連絡ください。  

 

（参考） 

https://www.shigaku.go.jp/files/gappeitousyoukaigyoumu.pdf 

※この経営相談に関して費用はかかりません。  
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私学事業団では令和 3 年 3 月から、合併等（学校法人

の合併、学校や学部等の譲受もしくは譲渡など）を希望す

る 学校法人に対する経営相談を行なっております。 

合併等を希望しており、相手をみつけたいと考えている

学校法人について、私学事業団が顔合わせをする機会を 

提供します。 

また、合併等を検討されている学校法人に対応した相談

業務も実施しておりますので、合併等を希望・検討されて

いる場合は、経営支援室までご連絡ください。 

 

※希望する学校法人と私学事業団において秘密保持協定を

締結し、情報は慎重に取り扱います。 

※この経営相談に関して費用はかかりません。 

※ご紹介先は学校法人とし、私学事業団が顔合わせ  

までを担当します。 

 

参考：学校法人の経営改善等のためのハンドブック≪第一次改訂版≫ 

https://www.shigaku.go.jp/s_center_menu.htm 

※表示された私学経営情報センターのページに掲載されています。 

大学・短期大学・高等専門学校法人の皆様へ
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参考資料「学校法⼈の経営改善等のためのハンドブック≪第１次改訂版≫」P36、37 より抜粋 
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